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研究成果の概要（和文）：本研究は，思春期女子の月経前症候群(以下PMS)に関する教育プログラムの効果と今
後の課題を明らかにすることを目的に，PMSの症状を有する女子高校生対象にPMSに関する教育介入を行い，その
有効性を調べた．その結果，介入前は両群ともに殆どがPMS症状について知らないと答えたが，介入後のPMS認知
度は介入群で対照群より有意に高くなったが，PMSのメンタル面を中心とした症状は介入群が対照群より高く，
PMS症状軽減にはつながらなかった．この結果からPMSの基礎教育を学校保健教育に取り入れるとともに，PMS症
状緩和に向けたセルフケアを促す有効なツールの開発が必要であることが示唆された．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the effectiveness of an educational
 program on premenstrual syndrome (PMS) for adolescent girls and future issues. The results showed 
that most of the participants in both groups answered that they did not know PMS symptoms before the
 intervention, but after the intervention, PMS awareness was significantly higher in the 
intervention group than in the control group, but PMS symptoms, mainly mental symptoms, were higher 
in the intervention group than in the control group and did not lead to reduction of PMS symptoms. 
These results suggest the need to incorporate basic PMS education into school health education and 
to develop effective tools to promote self-care to alleviate PMS symptoms.

研究分野：思春期の心身健康
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の結果で，女子高校生の殆どがPMS症状について認知していないこと，教育を受けた介入群のみ介入後
の調査でPMSのメンタル症状の出現頻度が高くなったことから，月経前に現れる症状のうち特にメンタル症状は
月経前症候群によって生じる可能性があるため，自分の月経周期を正しく把握した上で，症状を前向きに記録し
ていく必要があることが示された．
　PMSの症状を前向きに記録し，セルフマネジメントができるように情報を提供できるツールの開発が必要であ
ると考える．我々は，現在女子学生がアクセスしやいスマホアプリケーションの構築を進めている．このツール
の有効性が検証できれば，今後学校保健にも活動できると考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 月経前症候群（以下 PMS）は，「月経前の黄体期に精神症状（抑うつ，不安，焦燥など）や身
体症状（易疲労感，浮腫，乳房圧痛など）を発現し，月経開始と共にそれらの症状が減退ないし
消失するもの」と定義されており 1)．月経前症候群は 10 代の早い時期から始まることが報告さ
れている 2)．思春期は心理的・生理的変化が大きい発達時期として，PMS は懸念される健康問
題の一つであると考える． 

日本の女子高校生では 9 人に 1 人が月に１日以上 PMS のため学校を欠席しており，中度以上
の PMS と PMDD の頻度はそれぞれ 11.6%と 2.6%と，成人女性（5.3%および 1.2%）より高く
いことや 3)，PMS症状を抱えているものは全体の64.6％を占めていることが報告されている 4)．
また，PMS は思春期女子の集中力やモチベーション，学習成績などの学校生活 5)や QOL に負
の影響 6)を与えることが明らかになっており，思春期において軽視できない健康問題である．
PMS はホルモンの変化，神経伝達物質に関連することや 7)8)，不健康な食習慣，ストレス，喫煙
などの不健康なライフスタイルが発症に関連することが報告されている 9)． 

一方，PMS の原因や病態はまだ明らかになっておらず，確立した標準的な治療方法がないた
め，ストレスの軽減や生活習慣の改善といったアプローチが必要となる．しかし，思春期女子は
PMS の認知度が低いため 10)，症状があっても認識できず苦痛や不安を抱えたまま過ごしている
ものが少なくないことが推測される．また，月経に対して否定的感情を持つ者ほど PMS が重く
現れるとの研究報告もあり 11)，月経について正しく理解することは，月経によるストレスの軽
減に重要であると考える．よって，思春期女子の PMS 症状を軽減させるためには，PMS につ
いての認識を高めると同時に，PMS に関連すると言われている不健康な生活習慣の改善を促す
教育的介入が求められる．PMS に関する教育効果を調べた海外の研究では，教育を受けた後の
PMS 平均スコアは受ける前より有意に低くなった結果が得られ，PMS に関する教育プログラ
ムを中等学校のカリキュラムに取り入れる必要性を訴えた 12)．しかし，この研究は対照群を設
けず介入群のみを対象に，介入前後を比較したため，介入効果のエビデンスとして限界がある．
日本の女子高校生を対象とした Takeda ら 13)の研究では，教育がストレス誘発性の
PMS/PMDD(Premenstrual Dysphoric Disorder)の予防に有益な効果をもたらす可能性が示さ
れたが，この研究は 2 時点における集団調査を後ろ向きで行っており，個々人の追跡観察はし
ていない．有効な教育プログラムを構築するためには，教育的介入及び前向き調査に行い，その
効果を調べる必要がある． 

 

２．研究の目的 

(1)思春期女子を対象に月経前症候群に関する教育的介入を行い，その効果を調べる．  

(2)月経前症候群のセルフマネジメントツールの開発に向けアプリケーション内容を構築する． 

 

３．研究の方法 

(1)対象と介入方法：PMS の症状を少なくとも一つ以上有しかつ本研究への参加に同意が得られ
た女子高校生を対象に，介入群と対照群に分け，介入群に対しては PMS の主な症状や関連要因及
びセルフケア方法などについての講義を約 40 分，グループディスカッションを約 10 分間行っ
た後，「PMS ダイアリー」を配布し，6 ヶ月間症状が出現した時に記録するように依頼した．また，
講義を行ってから 3 ヵ月後に介入群のみに PMS セルフケアや生活習慣の改善を促すリーフレッ
トを配布した．対照群は通常の保健教育のみとし，研究終了後に介入群と同様の講義を行った． 
(2)データ収集と分析方法：介入前と介入 6 ヶ月後に，両群に対して PMS についての認知度，PMS
症状の出現頻度，セルフケア実施状況について自記式質問票を用いた調査を実施した．ベースラ
インと介入 6 ヶ月後の 2 時点の追跡ができた 168 人(介入群 88 人，対照群 80 人)を分析対象と
し，2 時点の PMS 認知割合と PMS 症状出現頻度を算出し，介入前後における 2 群間の比較を行
い，教育効果を調べた． 
 
４．研究成果 
(1)PMS 認知度に対する教育効果：ベースライン調査では，介入群と対照群ともに PMS について
「聞いたことがない」または「聞いたことがあるが症状を知らない」と答えた者が 9 割以上で，
PMS 症状について知らない者が殆どで，両群間で有意差がなかった．しかし，介入 6 ヶ月後の調
査では，PMS 症状を「知っている」割合が介入群では 53.4％と，対照群の 11.3%より有意に高く
なり，PMS 認知度向上に対する介入効果が示された（図 1）． 
(2)PMS 症状軽減に対する教育効果：一方，ベースライン調査では，介入群と対照群間で PMS 症
状の出現頻度がすべての項目で有意差が認められなかったが，6 ヶ月後の調査ではメンタル面の
症状を中心（抑うつ気分なる，涙もろくなる，集中力が低下する，食欲が増す）に介入群で対照
群より有意に高くなった（表 1）．また，介入群の 6 ヶ月後の PMS 出現頻度は，PMS 認知あり群で
なし群より，メンタルを中心とした症状が有意に高くなっていた(表 2)． 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1. 介入 6 ヶ月後の出現頻度に対照群と介入群で有意差があった PMS 項目 n(%) 

 

 

表 2. 介入群と対照群別の PMS の認知有無間で PMS 症状 1)の出現頻度に有意差があった項目 

 

 

介入群のみ PMS 症状の出現頻度が高くなった本研究の結果は，PMS の教育を受ける前はメンタ

ル面の症状が現れていてもそれが PMS によるものであることを知らなかったため，PMS 症状の出

現頻度が過小評価されたが，教育を受けることで PMS 関連症状であることに気づくようになっ

た可能性が推測される．PMS 認知度は介入群で対照群より介入後に有意に高くなり，認知有り群

がなし群よりメンタル面の症状頻度が高い結果からも，PMS を正確に評価するためには PMS の基

礎教育を行った上でベースライン調査を実施する必要があると考える．一方，本研究で用いた教

育プログラムは，PMS の知識だけではなく，セルフケアの促進を目指していたが，PMS の症状出

現頻度が減少しなかったことは，セルフケアの促進効果にはつながらなかったことが示された．

そのため，我々は引き続き PMS の症状を前向きに記録し，症状にあわせてセルフケア方法を選べ

るセルフマネジメントツールの作成に向けて，現在，セルフマネジメントアプリケーションの構

築を進めている． 

 

なかった 少しあった あった 強くあった p

1. 抑うつ気分または絶望的な気分になる 対照群 45(56.3) 20(25.0) 11(13.8) 4(5.0) *

介入群 36(40.9) 25(28.4) 17(19.3) 10(11.4)

3. 涙もろくなるまたは突然悲しくなる 対照群 52(65.0) 12(15.0) 13(16.3) 3(3.8) **

介入群 39(45.3) 19(22.1) 17(19.8) 11(12.8)

6. 集中力が低下する 対照群 30(37.5) 22(27.5) 22(27.5) 6(7.5) *

介入群 22(25.0) 25(28.4) 28(31.8) 13(14.8)

8. 食欲が増す、特定の食べ物が欲しくなる 対照群 35(43.8) 17(21.3) 17(21.3) 11(13.8) **

介入群 23(26.1) 17(19.3) 27(30.7) 21(23.9)

Mann-Whitney U 検定　 *p<0.05  **p<0.01

認知なし
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p
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p

　1. 抑うつ気分または絶望的な気分になる 6(14.6) 21(44.7) ** 13(18.3) 2(22.2) NS

　9. いつもより眠りすぎる 13(31.7) 27(57.4) * 23(32.4) 5(55.6) NS

1) 症状が「あった」or「強くあった」割合     *p<0.05  **p<0.01
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図1．介入前後の教育群と対照群のPMS認知度の比較
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